
※令和元年12月20日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
≪概算要求状況欄≫　金額上段：R２年度要求額　　金額下段：R元年度予算額　　〔全〕全国枠予算　　〔国〕国費ベース　　〔事〕事業費ベース

≪摘要欄≫　　○：ほぼ要望どおり措置等の見込み　△：一部措置等される見込み　×：措置等されない見込み

要望・提案事項 予算内容等 摘要

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○私立高等学校等経常費助成費等補助
　　・一般補助 〔全〕８６７億円の内数

(〔全〕８６１億円の内数)
〔全〕８６６億円の内数

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○私立高等学校等経常費助成費等補助
　　・特別補助
　　　　幼稚園等特別支援教育経費

〔全〕６４億円
(〔全〕６３億円)

〔全〕６４億円

（３）人権教育の推進
　 ・人権教育に関する施策への財
　　 源措置の拡充

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○人権教育開発事業 〔全〕０．５億円

(〔全〕０．５億円)
〔全〕０．５億円 △

（４）学校図書館・公立図書館の充
　　 実
　 ・図書資料購入等にかかる財政
　　 支援の充実
　 ・司書教諭の定数措置、専門人材
　　 の配置拡充

×

◆概算要求の状況　＜文化庁＞
　○文化財の確実な継承に向けた保存・活用の
　　 推進
　　・世界遺産普及活用・推薦のための事業推進
　　・史跡等公有化助成
　　・文化財の保存修理等
　　・文化財の防災施設設置等
　　・国宝・重要文化財等買上げ
　　・史跡等整備活用事業
　　・埋蔵文化財発掘調査等

〔全〕５５４億円の内数
(〔全〕４５７億円の内数)

〔全〕１．０億円
〔全〕１０６．３億円
〔全〕１５０．２億円

〔全〕６７．３億円
〔全〕１５．３億円
〔全〕８０．９億円
〔全〕３０．５億円

〔全〕４６３億円の内数

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○公立学校施設の整備 〔全〕２，３２３億円の内数

(〔全〕６６７億円の内数)
〔全〕６９５億円の内数

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業

　○補習等のための指導員等派遣事業

　○教職員定数の改善
　　・小学校英語専科指導のための加配定数
　　　（小学校英語教育の早期化・教科化）

〔全〕５．４億円
(〔全〕６．３億円)

〔全〕７４．１億円の内数
(〔全〕５５．２億円の内数)

１，０００人

〔全〕３．８億円

〔全〕６２．４億円の内数

１，０００人

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○要保護児童生徒援助費補助 〔全〕６．６億円

(〔全〕６．７億円)
〔全〕６．３億円

△

◆予算項目以外の状況
　・小学校における専科指導のための加配教員の免許要件の緩和や免許制度の改善については、
　　実現していない。

△
◆予算項目以外の状況
　・中学校夜間学級生徒及び学齢期を超えた帰国・渡日生徒を本制度の対象とする制度の拡充につ
　　いては、実現していない。

３．家庭の経済状況や地理的条件
　　への対応
（１）就学援助制度の充実
　 ・就学援助制度への十分な財源
　　措置
　 ・中学校夜間学級生徒及び学齢
　　期を超えた帰国・渡日生徒も本
　　制度の対象とする制度の拡充

２．グローバルに活躍する人材の育
　　成
　　 英語教育の充実
　 ・小学校における専科指導のため
　　の加配教員の専門性に関する要
　　件の緩和や免許制度の改善措置
　 ・外部検定受験に対する予算措
　　置をはじめ、英語教育の推進に
　　かかる施策に必要な財源措置

（５）文化等に関する教育の推進
　ア　世界遺産「百舌鳥・古市古墳
　　　 群」にかかる整備活用事業及
　　　 び公有化事業に対する補助措
　　　 置の充実
　　　 総合的な世界遺産特別法の制
　　　 定
　イ　文化財の継承、活用のための
　　　 各種補助制度及び財源措置の
　　　 充実

△

（６）学校給食、食育の充実
　 ・学校及び共同調理場の給食施
　　設整備に対する十分な財源措置
　 ・栄養教諭を各校１名配置とする
　　制度の拡充

△
◆予算項目以外の状況
　・栄養教諭を各校１名配置とする制度の拡充については、実現していない。

◆予算項目以外の状況
　・補助基準の改善や対象範囲の拡大など制度の充実については、実現していない。

令和２年度 国の施策・予算に関する提案・要望　政府予算案（教育関連）
令和2年1月31日

大　　阪　　府

概算要求状況等

◆予算項目以外の状況
　・交付税措置の拡充については、現時点において十分な財源措置の実現に至っていない。
　・司書教諭の定数措置及び専門人材の配置の拡充にかかる要望は実現していない。

◆予算項目以外の状況
　・給与改善以外の方法による人材確保の取組みの補助対象化については、実現していない。

１．確かな学力、豊かな心、健やか
　　な体の育成
（１）私学助成を受ける幼稚園教諭
　　 にかかる処遇改善
　 ・給与改善以外の方法による人材
　　 確保の取組みの補助対象化

×

（２）特別支援教育費補助金の充実
　 ・補助対象となる園の拡大

×

◆予算項目以外の状況
　・補助対象となる園の拡大については、実現していない。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○私立小中学校等に通う児童生徒への経済的
　　 支援に関する実証事業

〔全〕１２．３億円
(〔全〕１０．０億円)

〔全〕１０．０億円

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○私立高等学校授業料の実質無償化等 〔全〕３，７６１億円

(〔全〕３，７３４億円)
〔全〕４，２８１億円

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○高校生等奨学給付金（奨学のための給付金） 〔全〕１５４億円

(〔全〕１３９億円)
〔全〕１３６億円

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○無利子奨学金の貸与基準を満たす希望者全
　　 員に対する貸与の確実な実施
　　・事業費　　 無利子奨学金
　　　　　　　　　 有利子奨学金
　　・貸与人員　無利子奨学金
　　　　　　　　　 有利子奨学金

（〔全〕３，７１５億円）
（〔全〕６，７６２億円）

（５６．４万人）
（７６．５万人）

〔全〕３，１１４億円
〔全〕７，３２７億円

５１．８万人
８３．３万人

◆概算要求の状況　＜内閣府＞
　○高等教育の修学支援新制度
　　・授業料等減免制度の創設
　　・高等教育の修学支援の円滑な実施

― 〔全〕５，８２３億円の内数
２，５２８億円

３．２億円

（７）生活困窮家庭を中心とした学習
　　 支援施策の充実
　 ・就学援助率の高い学校への加
　　配教員や支援人材の配置・充実
　　等

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○教職員定数の改善
　　・貧困等に起因する学力課題の解消

　○補習等のための指導員等派遣事業

　○地域と学校の連携・協働体制構築事業

５０人

〔全〕７４．１億円の内数
(〔全〕５５．２億円の内数)

〔全〕８３．０億円の内数
(〔全〕５９．２億円の内数)

５０人

〔全〕６２．４億円の内数

〔全〕６７．４億円の内数

△

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○切れ目ない支援体制整備充実事業

　　・医療的ケアが必要な幼児児童生徒のための
　　 看護師配置

　○教職員定数の改善
　　・基礎定数化関連　通級による指導

〔全〕２１．４億円
(〔全〕１８．０億円)

２，２４７人

４２６人

〔全〕１９．２億円

２，１００人

４２６人

　イ　看護師等の専門職種、特別支
　　　援教育コーディネーターの定数
　　　措置

×

　ウ　登下校中の医療的ケアのため
　　　 の看護師の配置にかかる更な
　　　 る財政措置

△

　エ　通学バスにかかる適切な財源
　　　 措置 ×

（４）高校生等奨学給付金制度の見
　　 直し
　 ・指定都市への税源移譲に伴う所
　　得要件の判定基準の見直し

×
◆予算項目以外の状況
　・指定都市への税源移譲に伴う所得要件の判定基準の見直しについては、実現していない。

（５）奨学施策の充実
　 ・給付型奨学金採用枠のさらなる
　　拡充、採用方法の改善等
　 ・第一種（無利子）奨学金貸付枠
　　の一層の拡大等の制度の充実

△

◆予算項目以外の状況
　・第一種奨学金に適用されている所得連動返還型奨学金制度の第二種奨学金への適用拡大につい
　　ては、実現していない。

（２）私立中学校等修学支援実証事
　　 業の充実
　 ・恒久的な制度化及び充実、国調
　　 査結果のフィードバック
　 ・補助対象要件や調査票の簡素
　　 化による保護者及び学校の負担
　　 軽減、補助金交付時期の早期化

×
◆予算項目以外の状況
　・恒久的な制度化及び充実、国調査結果のフィードバックについては、実現していない。

（３）就学支援金制度の見直し
　 ・対象範囲の拡大
　 ・所得要件の判定基準の見直し

△
◆予算項目以外の状況
　・支給期間の上限を超過した者に対する支援及び所得判定基準の見直しについては、国において検
　　討中である。

（６）高等教育の修学支援新制度
　　 （高等教育無償化）の推進
　 ・速やかな制度設計
　 ・事務処理体制整備にかかる補助
　　措置の令和３年度以降の継続 ×

◆予算項目以外の状況
　・詳細の制度設計や具体的な事務処理手順の整理等が大幅に遅れている。
　・事務処理体制整備にかかる補助措置の令和３年度以降の継続については、示されていない。

４．多様なニーズに対応した教育機
　　会の提供
（１）支援を必要とする幼児児童
　　 生徒の教育環境の充実
　ア　介助職員等の雇用のための財
　　　 源措置
　　　 特別支援学級編制基準の改
　　　 善、交流及び共同学習の指導
　　　 充実のための財源措置
　　　 通級指導教室の基礎定数化の
　　　 確実な実施

◆予算項目以外の状況
　・看護師等の専門職種、特別支援教育コーディネーターの定数措置については、実現していない。

◆予算項目以外の状況
　・通学用スクールバスについては地方交付税により財源措置されているが、運行実態に見合う適切
　　な財源措置は、実現していない。

△

◆予算項目以外の状況
　・特別支援学級編制基準の改善については、実現していない。

◆予算項目以外の状況
　・登下校中車両に同乗する看護師については、切れ目ない支援体制整備充実事業により財政措置が
　　されており、令和２年度予算（案）では配置数が1,800人から2,100人に拡充されたが、補助率は1/3
　　から引き上げられていない。
　・車両については、特別支援教育就学奨励費により財源措置されているが、送迎の実態に見合う適切
　　な財源措置は、実現していない。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
　オ　高等学校で学ぶ障がいのある
　　　 生徒の教育環境にかかる適切
　　　 な財源措置
　　　 高等学校等における特別支援
　　　 学級設置にかかる法的整備及
　　　 び必要な財源措置

×

（２）日本語指導が必要な帰国・渡日
　　 児童生徒支援施策の充実
　 ・日本語指導加配教員等の増員
　　 配置に必要な財源措置

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○外国人児童生徒等への教育の充実

　○教職員定数の改善
　　・基礎定数化関連　日本語指導

〔全〕９．６億円
(〔全〕５．４億円)

７９人

〔全〕８．４億円

７９人

△

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○スクールカウンセラーの配置充実

　　・全公立小中学校への配置
　　・いじめ・不登校対策のための重点配置
　　・貧困対策のための重点配置
　　・虐待対策のための重点配置
　　・教育支援センターの機能強化
　　・スーパーバイザーの配置

　○スクールソーシャルワーカーの配置充実

　　・全中学校区への配置
　　・いじめ・不登校対策のための重点配置
　　・貧困対策のための重点配置
　　・虐待対策のための重点配置
　　・教育支援センターの機能強化
　　・スーパーバイザーの配置

　○補習等のための指導員等派遣事業
　　・中学校における部活動指導員の配置

〔全〕５０．６億円
(〔全〕４７．４億円)

２７，５００校
５００校

１，４００校
１，０００校
２５０箇所

６７人

〔全〕１９．５億円
(〔全〕１７．２億円)

１０，０００中学校区
５００校

１，４００校
１，０００校
２５０箇所

６７人

〔全〕１５．３億円
(〔全〕１０．１億円)

〔全〕４８．７億円

２７，５００校
５００校

１，４００校
１，０００校
２５０箇所

６７人

１８．１億円

１０，０００中学校区
５００校

１，４００校
１，０００校
２５０箇所

６７人

１１．４億円

６．ICT利活用のための基盤の整備
　　 ＩＣＴ環境の整備
　 ・ICT環境整備に必要な財源措置
　　の拡充

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○GIGAスクール構想の実現

　○新時代の学びにおける先端技術導入実証研
　　 究事業

〔全〕３７５億円
（新規）

〔全〕１９．５億円
（〔全〕２．６億円）

〔全〕２，３１８億円
（Ｒ元年度補正予算）

〔全〕４．５億円

△

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○公立学校施設の整備 〔全〕２，３２３億円の内数

(〔全〕６６７億円の内数)
〔全〕６９５億円の内数

（２）自然災害にかかる学校施設の
　　 安全確保
　 ・ブロック塀の撤去等にかかる補
　　助事業の要件の緩和、補助率の
　　引上げ、補助対象の拡大等
　 ・施設の安全点検に要する経費に
　　対する助成等

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○公立学校施設の整備 〔全〕２，３２３億円の内数

(〔全〕６６７億円の内数)
〔全〕６９５億円の内数

△

◆概算要求の状況　＜文部科学省＞
　○地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 〔全〕４．２億円

(〔全〕１．２億円)
３．４億円

◆予算項目以外の状況
　・スクールカウンセラー等の定数措置や補助率の引き上げ、高等学校の部活動指導員補助制度の創
　　設などについては、実現していない。
　・スクールカウンセラー等活用事業及びスクールソーシャルワーカー活用事業において、特別支援学
　　校が配置目標にあげられていない。
　・地域連携担当教員（仮称）の標準的な職としての法令上の位置づけについては、実現していない。

７．安全・安心で質の高い教育研究
　　環境の整備、児童生徒等の安全
　　の確保
（１）児童生徒の生命・安全に関わる
　　 事業の拡充
　 ・アスベスト対策工事にかかる補
　　助要件の緩和等及び技術的観
　　点からの支援
　 ・学校施設の老朽化対応への財
　　源措置
　 ・空調設置、トイレ改修等の施設
　　整備への財源措置及び補助要
　　件の緩和等

△

◆予算項目以外の状況
　・アスベスト対策工事にかかる小中学校、特別支援学校に対する補助要件の緩和、高等学校に対す
　　る財政支援措置の拡充については、実現していない。

◆予算項目以外の状況
　・高等学校で学ぶ障がいのある生徒のための施設設備の改修や人的配置などの財源措置について
　　は、実現していない。
　・高等学校等における特別支援学級設置について、学校教育法施行規則などの法的整備や財源措
　　置については、実現していない。

５．新しい時代の教育に向けた持続
　　可能な学校指導体制の整備等
　　 チームとしての学校指導体制支
　　 援の推進
　 ・スクールカウンセラー、スクール
　　ソーシャルワーカー、部活動指
　　導員等の定数措置等
　 ・SNS等を活用した相談体制の構
　　築にかかる財政措置の維持・拡
　　充
　 ・スクールロイヤーの継続的な活
　　用のために必要な財政措置
　 ・地域連携担当教職員（仮称）の
　　標準的な職としての法令上の位
　　置づけ
　 ・「補習等のための指導員等派遣
　　事業」の本年度の追加配当と次
　　年度の十分な予算確保
　 ・中学校夜間学級として独自の位
　　置づけが可能となる関連法令等
　　の整備

△

◆予算項目以外の状況
　・特別支援学校への警備員等の配置並びに防犯関連機器及び設備の設置に関する財源措置に
　　ついては、実現していない。

（３）学校及び通学路等における安
　　 全管理体制の充実
　 ・学校や通学路における安全確保
　　対策に必要な財源措置 △
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
８．現場重視の学校運営・地方教育
　　行政の改革
　　 県費負担教職員にかかる権限
　　 の市町村への移譲
　 ・県費負担教職員の給与等の負
　　 担等の中核市等への権限移譲
　　 に向けた検討

△

◆予算項目以外の状況
　・県費負担教職員の給与等の負担、定数の決定及び学級編成基準の決定等にかかる中核市等へ
　　の権限移譲については、引き続き国において検討中である。
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